
 

一刻も早い赤字からの脱却を！ コラム 
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知り合いのコンサルタントから勧められ、企業再生コンサルタント三條慶八氏の著作「会

社と家族を守って借金を返す法」（フォレスト出版）を読んでみました。 

 父の経営していた会社に若くして入った三條氏が、経営する不動産事業の借金の個人保証

として、自らが 140 億円の債務を背負いながら、苦労の末に奇跡的に脱出して一切の債務

を消すことができたというお話はとてもリアルで、説得力のあるものでした。 

 そして三條氏は、その壮絶な経験をしながら蓄積されたノウハウを活かし、現在は企業再

生コンサルタントとして活躍され、多くの窮地に陥った企業を救っておられるようです。 

 三條氏の再生支援の方針として「事業だけが残っても、経営者やその家族が潰れてしまっ

ては意味がない。会社と家族を守り、経営者自身の人生を再生する」というその信念は、と

ても共感できるものがありました。 

 しかし、書籍で紹介されている「第二会社方式」などを使って債務を圧縮するテクニック

などは、結局のところ借金等の債務棒引き等により、金融機関または取引先等に迷惑を掛け

て、自らが優先的に生き残る形になってしまうように思います。そういうテクニカルな話が

多かったですね。もちろんそれでも、背負ってしまった借金を返せず、自己破産して経営者

として再起不能になってしまったり、自殺などで命を失ってしまうような最悪の事態よりは

救われるのでしょう。ですからこれは、いわば生き残るための最後の手段です。 

 そもそもそうならないために、自らの会社が長年赤字が続いてたりするのであれば、そこ

から一刻も早く脱出することが必要ではないかと思います。特に株主=経営者である同族会

社では、永年赤字が続いていても、株主から交代させられることがないという、異常な状態

が続くことがありえます。 

 そして赤字が続いて金融機関からの借入ができなくなると、会社に個人の財産を注ぎ込ん

で、最終的に個人の財産も枯渇してしまう。これも最悪です。そんなことにならないよう

に、経営者は自分の会社、自分の事業をよく知って見極め、赤字の事業に一刻も早く手を打

たなければなりません。 

 私が申し上げるまでもないことですが、赤字を出してもあまり気にしておられないように

見受けられる経営者の方も一部にはいらっしゃいます。早く気付き、早く動いていただきた

いと思います。 

 ここ数年、経営改善のお手伝いをさせていただく機会が増えて、そのような会社を拝見す

ると、なぜもっと早く手を打たれなかったのかと、もっともっと真剣に訴えていかないとい

けないと思うようになりました。 
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電子帳簿保存の要件が大幅に
．．．

 

緩和されます(令和 4 年 1 月～) 

非該当

 

電子帳簿保存法とは… 

紙で保存することが原則である国税関係帳簿書類の保存について電子データで 

保存することを特例として 1998 年に制定された法律です。 

「帳簿書類の電子保存」「書類のスキャナ保存」に区分されています。 

 

何度も改正し、20 年以上経た現在においてもなお、大半の中小企業において利用

されていない状況ですが、今回の改正において利用の妨げとなっている諸要件が見直

されます。 

①帳簿書類の電子保存 

・事前承認制度を廃止                 

・システム・保存等の要件緩和など 

 

 

 

 

 

②書類のスキャナ保存 

・事前承認制度を廃止 

・タイムスタンプ要件を緩和 

・定期検査などの事務処理要件を廃止 

・定期検査が終了するまでの紙での保存要件を廃止など 

 

 

 

 

 

上記要件の廃止・緩和により、より多くの企業での導入が進み、管理コストの減少や

生産性が向上して、段ボールの山・管理コストに早くさよなら～(^_^)/~したいもので

す。                           （記事担当：北川） 

 

対象となる帳簿書類 

自己がコンピュータを使用して作成する仕訳帳、売上帳、経費帳、決算書類 

見積書、請求書、納品書などの控え 

 

対象となる帳簿書類 

取引相手から受け取った書類、自己が作成して取引相手に交付する書類の写し 

(例)契約書、見積書、納品書、請求書、領収書など 

 





尾上会計事務所は、積⽔ハウスグループと
業務協定書を交わしています
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⼟地活⽤・建築に関すること
□ 所有遊休地の利用に困っている
□ 社宅や個人住宅の建築を考えている
□ 所有している老朽賃貸で困っている
□ 所有する月極駐車場の空きが気になる

積⽔ハウスが建築全般のお悩みにお答えします

□ 不動産の売却を考えている
□ 土地の購入を考えている
□ 分譲マンションの購入を考えている
□ 所有の賃貸住宅の管理業務が心配・不満

積⽔ハウス不動産が
不動産・管理全般のお悩みにお答えします

不動産・賃貸管理に関すること

□ 自宅のリフォームを考えている
□ 結露対策の為、窓を二重にしたい
□ 自宅に太陽光発電を導入したい
□ 大地震に備えて耐震診断、耐震補強

積和建設が
増改築・修理のお悩みにお答えします

建物の増改築・修理に関すること

積⽔ハウスグループのお⼿伝い出来ること

⾝近に、上記お悩みごとはありませんか？
ございましたら、まずは尾上会計事務所までお問い合わせください。


